
資料２－３－２

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

製造品出荷額（食料品製造業を除く）
２９，９６５億円
（平成１７年）

３２，３６２億円
（平成２１年） 経済商工観光部

企業立地件数（うち半導体関連企業）
５１件（うち１件）

（平成１７年）
１５０件（うち５件）

（H19年～H21年累計） 経済商工観光部

産学官連携数
２０件

（平成１７年度）
２０５件

（平成２１年度） 経済商工観光部

知的財産の支援（相談・活用）件数
９０６件

（平成１７年度）
１，０００件

(平成２１年度） 経済商工観光部

製造品出荷額（食料品）
５，７３７億円
（平成１７年）

６，０３５億円
(平成２１年） 農林水産部

１事業所当たり粗付加価値額（食料品）
２１，６７４万円
（平成１７年）

２２，６８７万円
(平成２１年） 農林水産部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

サービス業の付加価値額
２１，９７６億円
（平成１６年度）

２３，０７５億円
（平成２１年度） 経済商工観光部

情報関連産業売上高
２，１００億円

(平成１８年度）
２，７００億円

（平成２０年度） 企画部

企業立地件数（ソフトウェアハウス・コールセンター・BPOオフィス）
１９社

（平成１８年度）
２９社

（平成２０年度） 企画部

観光客入込数
５，４４１万人
（平成１７年）

５，９００万人
(平成２１年） 経済商工観光部

宿泊観光客数
７９２万人

(平成１７年）
９８０万人

（平成２１年） 経済商工観光部

都市と農村の交流人口
２，７０２万人
(平成１７年）

２，９００万人
（平成２２年） 農林水産部

《宮 城 の 将 来 ビ ジ ョ ン 行 動 計 画 目 標 指 標 等 一 覧 表》

５

目　　標　　指　　標　　等

地域経済を力強くけん
引するものづくり産業
（製造業）の振興

１

産学官の連携による高
度技術産業の集積促
進

担当部局

担当部局

取組

２

３
豊かな農林水産業と結
びついた食品製造業の
振興

高付加価値型サービス
産業・情報産業及び地
域商業の振興

４

取組

地域が潤う，訪れてよ
しの観光王国みやぎの
実現

目　　標　　指　　標　　等

（１）富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～

①育成・誘致による県内製造業の集積促進

②観光資源，知的資産を活用した商業・サービス産業の強化

③地域経済を支える農林水産業の競争力強化

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

農業産出額
２，１０１億円
（平成１６年）

２，１３３億円
（平成２２年） 農林水産部

林業産出額
７９億円

（平成１６年）
１２３億円

（平成２２年） 農林水産部

漁業生産額
８１７億円

（平成１６年）
９６５億円

（平成２５年） 農林水産部

アグリビジネス経営体数
４０経営体

（平成１７年度）
４９経営体

（平成２１年度） 農林水産部

優良みやぎ材の出荷量 １２，０００ｍ３

（平成１７年度）
１８，０００ｍ３

（平成２１年度）
農林水産部

漁船漁業構造改革実践経営体数
０経営体

（平成１８年度）
９経営体

（平成２１年度） 農林水産部

学校給食の地場産野菜などの利用品目数の割合
２６．８％

（平成１７年度）
３３．０％

（平成２２年度） 農林水産部

県産主要水産物の仙台市中央卸売市場における販売額シェア
２８．３％

（平成１７年）
２９．０％

（平成２１年） 農林水産部

県内木材需要に占める県産材シェア
３７．０％

（平成１７年）
４７．０％

（平成２２年） 農林水産部

認定エコファーマー数
１，４９６人

（平成１７年度）
２，５００人

（平成２２年度） 農林水産部

みやぎ食の安全安心取組宣言者数
２，１１６事業者
（平成１７年度）

６，０００事業者
（平成２１年度） 環境生活部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

宮城県の貿易額
８，４００億円
（平成１７年）

１０，５００億円
（平成２１年） 経済商工観光部

企業立地件数（外資系企業数）
１２社

（平成１８年）
１６社

（平成２１年） 経済商工観光部

９
自律的に発展できる経
済システム構築に向け
た広域経済圏の形成

宮城県の貿易額
８，４００億円
（平成１７年）

１０，５００億円
（平成２１年） 経済商工観光部

競争力ある農林水産業
への転換

８

担当部局

担当部局

７

６

地産地消や食育を通じ
た需要の創出と食の安
全安心の確保

取組

取組 目　　標　　指　　標　　等

目　　標　　指　　標　　等

県内企業のグローバル
ビジネスの推進と外資
系企業の立地促進

③地域経済を支える農林水産業の競争力強化

④アジアに開かれた広域経済圏の形成
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現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

産業人材育成プログラムの実施数
０件

（平成１８年度）
７件

(平成２１年度累計） 経済商工観光部

留学生の県内企業への就職者数
８３人

（平成１７年）
１２０人

(平成２１年） 経済商工観光部

認定農業者数
５，１６５経営体
（平成１７年度）

７，４００経営体
（平成２２年度） 農林水産部

認定林業事業主数
３４事業主

（平成１７年度）
３５事業主

（平成２２年度） 農林水産部

専業的漁業経営体数
３，７１５経営体
（平成１７年）

３，５００経営体
（平成２２年） 農林水産部

「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に基づく経営革
新計画承認件数

２４７件
(平成１７年度）

４４５件
（平成２１年度） 経済商工観光部

認定農業者数
５，１６５経営体
（平成１７年度）

７，４００経営体
（平成２２年度） 農林水産部

仙台塩釜港（仙台港区）のコンテナ貨物取扱量
１０５，３８０TEU
（平成１７年）

１４０，０００TEU
（平成２１年） 土木部

仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨物除き）　
３，３３３万トン
（平成１７年）

３，４７０万トン
（平成２１年） 土木部

仙台空港利用者数
３，２４５千人

（平成１７年度）
３，８４４千人

（平成２２年度） 土木部

仙台空港国際線利用者数
２８６千人

（平成１７年度）
４５０千人

（平成２１年度） 土木部

高速道路のインターチェンジに４０分以内で到着可能な人口の割合
９４．２％

（平成１８年度）
９５．１％

（平成２１年度） 土木部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

合計特殊出生率
１．２４

（平成１７年）
１．２８

（平成２１年） 保健福祉部

従業員３００人以下の中小企業における一般事業主行動計画策定・
届出事業者数

４８事業者
（平成１７年度）

１００事業者
（平成２１年度累計） 保健福祉部

１．２％ ５．０％

担当部局

担当部局

目　　標　　指　　標　　等

目　　標　　指　　標　　等

産業活動の基礎となる
人材の育成・確保

１０

宮城の飛躍を支える産
業基盤の整備

１２

１１
経営力の向上と経営基
盤の強化

取組

取組

次代を担う子どもを安
心して生み育てること１３

（２）安心と活力に満ちた地域社会づくり

⑥子どもを生み育てやすい環境づくり

⑤産業競争力の強化に向けた条件整備

育児休業取得率　　 男性
１．２％

（平成１７年度）
５．０％

（平成２１年度）

　　　　　　　　　　　　　女性
７４．１％

（平成１７年度）
８０．０％

（平成２１年度）

保育所入所待機児童数
８２１人

（平成１８年度）
０人

（平成２１年度） 保健福祉部

朝食を欠食する児童の割合（小学５年生）
４．４％

（平成１７年度）
２％以下

（平成２２年度） 教育庁

学校と地域が協働した教育活動（学社融合事業）に取り組む小・中
学校の割合

５３．７％
（平成１７年度）

６２．０％
（平成２１年度） 教育庁

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

児童生徒の家庭等での学習時間

      〃        小学５年生：３０分以上の児童の割合
７３．９％

（平成１８年度）
７５％

（平成２１年度）

      〃        中学２年生：１時間以上の生徒の割合
５２．８％

（平成１８年度）
６５％

（平成２１年度）

      〃        高校１年生：２時間以上の生徒の割合
１２．７％

（平成１８年度）
２３％

（平成２１年度）

「授業が分かる」と答える児童生徒の割合

小学５年７３．２％
中学２年５５．７％
高校１年３８．７％
（平成１８年度）

小学５年７８％
中学２年５７％
高校１年４４％
（平成２１年度）

教育庁

学習状況調査での正答率６０％以上の問題の割合
小学５年７２．２％
中学２年５０．０％
（平成１８年度）

小学５年８０％
中学２年６４％
（平成２１年度）

教育庁

大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離
－２．１ポイント
（平成１７年度）

－１．３ポイント
（平成２１年度） 教育庁

新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離
０．２ポイント

（平成１７年度）
０．３ポイント以上
（平成２１年度） 教育庁

不登校児童生徒の在籍者比率

小学校０．３２％
中学校２．７７％
中１年２．００％
（平成１７年度）

小学校０．２２％
中学校２．３９％
中１年１．５３％
（平成２１年度）

教育庁

児童生徒の体力・運動能力調査で過去７年間の最高値を超えた項
目の割合

１７．６％
（平成１７年度）

４０％
（平成２０年度）

８０％
（平成２４年度）

教育庁

外部評価を実施する学校（小・中・高）の割合

小学校　３８．８％
中学校　３８．９％
高校　　 ５９．３％
（平成１７年度）

小学校　７０％
中学校　７０％
高校    １００％
（平成２１年度）

教育庁

特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児童生徒と交流
及び共同学習した割合

１２％
（平成１７年度）

２７％
（平成２１年度） 教育庁

経済商工観光部

教育庁

担当部局

１６
豊かな心と健やかな体
の育成

児童生徒や地域の
ニーズに応じた特色あ
る教育環境づくり

17

目　　標　　指　　標　　等

心して生み育てること
ができる環境づくり

１３

１４

１５

家庭・地域・学校の協
働による子どもの健全
な育成

取組

着実な学力向上と希望
する進路の実現

⑦将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり
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現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

新規高卒者の就職内定率
９５．９％

（平成１７年度）
９８．０％

（平成２１年度） 経済商工観光部

ジョブカフェ利用者の就業者数
１，６６５人

(平成１７年度）
６，０００人

（平成21年度累計） 経済商工観光部

障害者雇用率
１．５１％

（平成１７年度）
１．８０％

（平成２１年度） 経済商工観光部

医療法に基づく医師数の標準を充足している自治体病院（県立病院
除く）の割合

４２％
（平成１７年度）

８５％
（平成２１年度） 保健福祉部

救急搬送時間
３４．３分

（平成１７年）
３１分

（平成２１年） 保健福祉部

がん患者の在宅看取り率
７．８７％

（平成１６年）
１０．００％

（平成２２年） 保健福祉部

病院及び介護サービス施設，事業所に従事するリハビリテーション
専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）の数

８３４人
（平成１６年度）

１，２００人
（平成２１年度） 保健福祉部

認定看護師数（創傷・オストミー・失禁認定看護師数）
７人

（平成１８年度）
３７人

（平成２１年度累計） 保健福祉部

肥満者の割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０歳代以上の男性
３１．０％

（平成１７年度）
２５．０％以下

（平成２２年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０歳代以上の女性
３２．２％

（平成１７年度）
２５．０％以下

（平成２２年度）

がん検診受診率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 胃がん
４５．７％

（平成１７年度）
７０．０％

（平成２２年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　肺がん
６１．６％

（平成１７年度）
７０．０％

（平成２２年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大腸がん
４３．０％

（平成１７年度）
６０．０％

(平成２２年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子宮がん
３８．２％

（平成１７年度）
６０．０％

(平成２２年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乳がん
３７．０％

（平成１７年度）
６０．０％

(平成２２年度）

３歳児の一人平均むし歯本数
１．９３本

（平成１７年度）
１本以下

（平成２２年度） 保健福祉部

認知症サポーター数
１，７１２人

（平成１７年度）
２０，０００人

（平成２１年度累計） 保健福祉部

主任介護支援専門員数
０人

（平成１８年度）
３００人

（平成２１年度累計） 保健福祉部

介護予防支援指導者数
６人

（平成１８年度）
２４人

（平成２１年度累計） 保健福祉部

「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」に基づく適合証の交付割
合

１１．６％
（平成１７年度）

１６．７％
（平成２１年度） 保健福祉部

保健福祉部

取組

保健福祉部

担当部局

多様な就業機会や就
業環境の創出

２０

１８

１９

目　　標　　指　　標　　等

高齢者が元気に安心し
て暮らせる環境づくり

２１

生涯を豊かに暮らすた
めの健康づくり

安心できる地域医療の
充実

⑧生涯現役で安心して暮らせる社会の構築

合 （平成１７年度） （平成２１年度） 保健福祉部

グループホーム利用者数
９８５人

(平成１７年度）
１，９１３人

（平成２３年度） 保健福祉部

受入条件が整えば退院可能な精神障害者数
１，６６２人

（平成１７年度）
１，４０３人

（平成２１年度） 保健福祉部

重症神経難病患者のうち，訪問看護サービスを利用している患者の
割合

２１．９％
（平成１７年度）

２５．０％
(平成２１年度） 保健福祉部

公立図書館における県民１人当たりの図書資料貸出数
３．６冊

（平成１７年度）
４．２冊

(平成２１年度） 教育庁

総合型地域スポーツクラブの創設数
１７クラブ

（平成１７年度）
４３クラブ

(平成２１年度） 教育庁

みやぎ県民文化創造の祭典参加者数（うち出品者・出演者等の数）
９６１（３５）千人
（平成１８年度）

９６９（３９）千人
（平成２１年度） 環境生活部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

商店街の空き店舗率
１２．７％

（平成１８年）
１０．７％

（平成２１年） 経済商工観光部

「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」に基づく適合証の交付割
合

１１．６％
（平成１７年）

１６．７％
（平成２１年） 保健福祉部

医療法に基づく医師数の標準を充足している自治体病院（県立病院
除く）の割合

４２％
（平成１７年）

８５％
（平成２１年） 保健福祉部

公立図書館における県民１人当たりの図書資料貸出数
３．６冊

（平成１７年度）
４．２冊

(平成２１年度） 教育庁

県内移動における公共交通の利用率
１７．５％

（平成１６年度）
２０．０％

（平成２１年度） 企画部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

県民の体感治安（治安が良いと感じる県民の割合）
８３．９％

（平成１８年度）

８３．９％を
超える数値

（平成２１年度）
警察本部

安全・安心まちづくり地域ネットワーク数
０

（平成１８年度）
１３

（平成２１年度） 環境生活部

多文化共生推進施策を実施している県内市町村の割合
４７．２％

（平成１８年度）
７０．０％

（平成２１年度） 経済商工観光部

日本語講座開講数
１４市町村，２６箇所

（平成１７年度）
１７市町村，３０箇所

（平成２１年度） 経済商工観光部

国際交流事業で海外と往来した延べ人数
３，３４０人

（平成１７年度）
４，０００人

（平成２１年度） 経済商工観光部

担当部局

担当部局取組

安全で安心なまちづくり

目　　標　　指　　標　　等

外国人も活躍できる地
域づくり

２６

生涯学習社会の確立と
スポーツ・文化芸術の
振興

２５

コンパクトで機能的なま
ちづくりと地域生活の
充実

取組

２３

２４

目　　標　　指　　標　　等

障害があっても安心し
て生活できる地域社会
の実現

２２

⑨コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実

⑩だれもが安全に，尊重し合いながら暮らせる環境づくり
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現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

県のすべての機関からの温室効果ガス年間排出量（二酸化炭素換算
８７．０千ｔ

（平成１６年度）
８３．５千ｔ

（平成２１年度） 環境生活部

県内における自然エネルギー等の導入量（原油換算）
４９５千kl

（平成１７年度）
７１４千kl

（平成２２年度） 環境生活部

県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量
１，１０４ｇ/人日
（平成１６年度）

１，０１５ｇ/人日
（平成２１年度） 環境生活部

一般廃棄物リサイクル率
１９．５％

（平成１６年度）
２８％

（平成２１年度） 環境生活部

産業廃棄物排出量
１２，１１４千ｔ

（平成１６年度）
１１，９７７千ｔ

（平成２１年度） 環境生活部

産業廃棄物リサイクル率
２９．３％

（平成１６年度）
３１％

（平成２１年度） 環境生活部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

豊かな自然環境の保護・保全を目的とした指定地域の県土面積に
占める割合

２６％
（平成１８年度）

２６％
（平成２１年度） 環境生活部

協働推進組織が主体となって地域の農村環境保全等の活動を実施
した組織数

０組織
（平成１８年度）

１２組織
（平成２１年度累計） 農林水産部

松くい虫被害による枯損木量 １８，８１７ｍ３

（平成１７年度）
１７，０００ｍ３

（平成２１年度）
農林水産部

閉鎖性水域の水質（ＣＯＤ）　　　　伊豆沼
９．８mg/l

（平成１７年度）
９．８mg/l

（平成２１年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松島湾・甲
３．０mg/l

（平成１７年度）
３．０mg/l

（平成２１年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松島湾・乙
２．０mg/l

（平成１７年度）
２．０mg/l

（平成２１年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松島湾・丙
２．５mg/l

（平成１７年度）
２．０mg/l

（平成２１年度）

現　　況 目　　標

環境生活部

担当部局

担当部局取組

２７

２８

目　　標　　指　　標　　等

目　　標　　指　　標　　等

２９
豊かな自然環境，生活
環境の保全

環境に配慮した社会経
済システムの構築と地
球環境保全への貢献

取組

廃棄物等の３Ｒ（発生
抑制・再使用・再生利
用）と適正処理の推進

（３）人と自然が調和した美しく安全な県土づくり

⑪経済・社会の持続的発展と環境保全の両立

⑫豊かな自然環境，生活環境の保全

⑬住民参加型の社会資本整備や良好な景観の形成

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

アドプトプログラム認定団体数
１６１団体

（平成１７年度）
２６８団体

（平成２１年度） 土木部

中山間地や農地の保全活動に参加する団体数
２５３団体

（平成１８年度）
７０３団体

（平成２１年度） 農林水産部

景観行政団体数（市町村）
０団体

(平成１８年度）
５団体

（平成２１年度） 土木部

現　　況 目　　標

（測定年度） （目標年度）

緊急輸送道路の橋梁の耐震化完了数（耐震化率）
４０橋

（５１％）
(平成１８年度）

６２橋
（７９％）

（平成２１年度）
土木部

津波情報ネットワークシステムの構築
システム検討

（平成１８年度）
システム運用開始

（平成２１年度） 総務部

洪水ハザードマップ作成市町村数（市町村作成率）
１５市町村
（５０％）

（平成１８年度）

３０市町村
（１００％）

（平成２１年度）
土木部

今後の河川整備等により，洪水による浸水から守られる住宅戸数
０戸

（平成１８年度）
１４，６８４戸

（平成２４年度） 土木部

土砂災害危険箇所における対策実施箇所数
（ハード対策箇所数及びソフト対策箇所数）

１，０５４箇所
（平成１７年度）

１，６４０箇所
（平成２１年度） 土木部

地すべり，急傾斜地崩壊等から守られる住宅戸数
１２，４７８戸

（平成１７年度）
１３，２０５戸

（平成２１年度） 土木部

自主防災組織の組織率
８1％

（平成１８年度）
９０％

（平成２１年度） 総務部

防災リーダー研修受講者数
３４人

（平成１８年度）
１，０５０人

（H19年～H21年度累計） 総務部

担当部局

担当部局

地域ぐるみの防災体制
の充実

洪水や土砂災害などの
大規模自然災害対策
の推進

３３

３１

３２

宮城県沖地震に備えた
施設整備や情報ネット
ワークの充実

目　　標　　指　　標　　等取組

３０
住民参画型の社会資
本整備や良好な景観
の形成

取組 目　　標　　指　　標　　等

⑭宮城県沖地震などの大規模災害による被害を最小限にする県土づくり
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